Ⅱ　様式１


	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長　　　　氏　　　名　

〈注①〉

○○学校設置認可申請書

　○○学校を設置したいので、学校教育法第４条第１項〈注②〉の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
１　設置趣意書〈注③〉

２　設置要項（Ⅱ　様式１の１）

３　学則

４　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その１））

５　飲料水に関する証明書〈注④〉

６　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

７　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

８　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

９　校長及び教員の履歴書（Ⅲ　作成例９）、最終学校卒業証書の写し又は卒業証明書、誓約書（Ⅲ　作成例10）、教育職員免許状の写し及び身体検査書

10　教職員別担当時間数表（幼稚園を除く）（Ⅲ　作成例28）

11　学校医等の就任承諾書（Ⅲ　作成例13）

12　創立費調書（Ⅲ　作成例19）

13　設置後３年間の事業計画書〈注⑤〉及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

14　設置する学校に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等〈注⑥〉及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

15　照度証明書（夜間において授業を行う学校のみ）

16　設置者関係書類

(1) 設置者が法人の場合

ア　寄附行為等

イ　財産目録（Ⅲ　作成例14）

ウ　法人の登記簿謄本（既存の法人のみ）

エ　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人新設の場合は、設立決議録）

オ　理事長（法人新設の場合は、設立代表者）の履歴書（Ⅲ　作成例９）
(2) 設置者が個人の場合

　ア　設置者の履歴書（Ⅲ　作成例９）及び誓約書（Ⅲ　作成例10）

イ　設置者の住民票及び印鑑登録証明書
16　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注⑦）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）




〈注〉

1 提出部数２部

2 幼稚園の場合は「学校、学則、校地、校舎」を「幼稚園、園則、園地、園舎」と読み替える。

1 本申請を学校法人寄附行為認可申請と同時に行う場合には、設置代表者名で行うこと。

また、設置者が個人の場合は、住民票に記載された住所、氏名を記載すること。

2 専修学校の場合は「学校教育法第130条第１項」、各種学校の場合は「学校教育法第134条第２項で準用する同法第４条第１項」とすること。

3 学校、課程及び学科を設置する趣旨を具体的に記載すること。また、必要に応じ、沿革、地域の概況等を記載すること。

4 飲料水に関する証明書は、上水道の場合は市町長の使用証明書、それ以外の場合は飲料水に適する旨を記載した保健所等、公の機関の証明書（定性分析表）とすること。

5 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

6 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

なお、既に他の学校を設置している場合には、新たに設置する学校分についてのみ添付すれば足りる。

7 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。


設　置　要　項

１　目的

２　名称

３　課程（分野）の名称 <注①>

４　位置

５　経費及び維持方法

６　開設の時期

年　　月　　日

（注）

１　「５　経費及び維持方法」は、授業料、入学料、入学検定料その他の費用をもって維持経営する等、方法を具体的に記載すること。

1 高等学校、専修・各種学校の設置の場合のみ記載すること。

それ以外の場合は、４以下の項目番号を順次繰り上げること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長　　氏　　　名　　

○○学校廃止認可申請書

　○○学校を廃止したいので、学校教育法第４条第１項〈注①〉の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
１　廃止要項（Ⅱ　様式２の１）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

３　学校の沿革及び生徒数の推移（過去５年間）

４　設置者の住民票及び印鑑登録証明書（個人立の場合のみ）



〈注〉

１　提出部数２部

２　学校法人の場合は、寄附行為の変更又は解散の手続きを同時に行うこと。

３　幼稚園の場合は「学校」を「幼稚園」と読み替える。

４　沿革は、設置認可から申請時までの重要な事項について年度別に記載すること。

1 専修学校の場合は「学校教育法第130条第１項」、各種学校の場合は「学校教育法第134条第２項で準用する同法第４条第１項」とすること。


廃　　止　 要　 項

１　名称

２　位置

３　廃止の理由

４　廃止の時期

５　生徒（児童）の処置方法

６　教職員の処置方法

７　資産の処置方法

８　指導要録等の保存方法

９　学年別生徒（児童）数〈注①〉

（注）

　①　高等学校、専修学校、各種学校については、課程別、学科別の定員、在籍生徒数を

学年別に記載すること。

　　小学校、中学校については、定員、在籍生徒（児童）数を学年別に記載すること。

幼稚園については、歳児別に定員、園児数を記載すること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

旧設置者　所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

設置代表者名　　氏　　　名　　

〈注①〉

新設置者　所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

設置代表者名　　氏　　　名　　

〈注①〉
○○学校設置者変更認可申請書

　○○学校の設置者を変更したいので、学校教育法第４条第１項〈注②〉の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
Ａ 新設置者が法人、地方公共団体の場合

１　設置者変更要項（Ⅱ　様式３の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　変更後２年間の事業計画書〈注③〉及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

４　新設置者関係書類

(1) 寄附行為等

(2) 法人の理事会及び評議員会の議事録の写し〈注④〉

(3) 申請時の財産目録（Ⅲ　作成例14）

(4) 理事長の履歴書（Ⅲ　作成例９）及び誓約書（Ⅲ　作成例10）

(5) 法人の登記簿謄本（既存の法人の場合）

５　旧設置者関係書類

(1) 寄附行為等（法人の場合のみ）

(2) 法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人の場合のみ）

(3) 申請時の財産目録（Ⅲ　作成例14）

(4) 法人の登記簿謄本（既存の法人の場合）

(5) 設置者の住民票（死亡の場合は戸籍抄本）及び印鑑登録証明書（個人の場合のみ）

６　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注⑥）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

７　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その2））

８　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

９　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

10　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

11　校長及び教員の履歴書（Ⅲ　作成例９）、最終学校卒業証書の写し又は卒業証明書、誓約書（Ⅲ　作成例10）、教育職員免許状の写し及び身体検査書

12　教職員別担当時間数表（幼稚園を除く）（Ⅲ　作成例28）

13　学校医等の就任承諾書（Ⅲ　作成例13）

14　負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）

15　当該学校に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等〈注⑦〉及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

Ｂ 新設置者が個人の場合

１～３　Ａの場合と同じ

４　新設置者関係書類

(1) 申請時の財産目録（Ⅲ　作成例14）

(2) 設置者の履歴書

(3) 設置者の住民票、誓約書（Ⅲ　作成例10）、印鑑登録証明書

５～15　Ａの場合と同じ




〈注〉

１　提出部数２部

２　幼稚園の場合は「学校、学則、校地、校舎」を「幼稚園、園即、園地、園舎」と読み替える。

2 設置者が個人の場合は、住民票に記載された住所、氏名を記載すること。

また、新設置者について、本申請を学校法人寄附行為認可申請と同時に行う場合には、設置代表者名で行うこと。

3 専修学校の場合は「学校教育法第130条第１項」、各種学校の場合は「学校教育法第134条第２項で準用する同法第４条第１項」とすること。

4 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

5 本申請を学校法人寄附行為認可申請と同時に行う場合には、設立発起人決議録の写し、地方公共団体が設置の場合には議会の議決書又はこれに代わるべき書類の写し。

6 本申請を学校法人寄附行為認可申請と同時に行う場合には、設立代表者と読み替える。

7 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

8 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し


設置者変更要項

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更前の次の事項

(1) 目　的

(2) 名　称

(3) 位　置

(4) 経費及び維持方法

４　変更後の次の事項

(1) 目　的

(2) 名　称

(3) 位　置

(4) 経費及び維持方法

（注）

　３、４については、設置する学校の事項について記載すること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長名　　　　氏　　　名　　

○○学科設置認可申請書

　○○高等学校に○○学科を設置したいので、学校教育法第４条第１項の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
１　設置趣意書〈注①〉

２　設置要項（Ⅱ　様式１の１）

３　学則（変更前及び変更後）

４　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

５　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

６　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

７　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

８　教職員別担当時間数表（Ⅲ　作成例28）

９　学校医等の就任承諾書（Ⅲ　作成例13）

10　設置後２年間の事業計画書〈注②〉及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

11 設置する学科に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等〈注③〉

12 法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

13 当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注④）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）




〈注〉

１　提出部数２部

２　寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。

1 学校、課程及び学科を設置する趣旨を具体的に記載すること。また、必要に応じ、沿革、地域の概況等を記載すること。

2 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

3 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

4 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長名　　　　氏　　　名　　

○○学科廃止認可申請書

　○○高等学校の○○学科を廃止したいので、学校教育法第４条第１項の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
１　廃止要項（Ⅱ　様式２の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人の場合のみ）




〈注〉

１　提出部数２部

２　寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。

また、必要に応じて収容定員に係る学則変更認可の手続きを行うこと。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

　　

○○課程設置認可申請書

○○学校に○○課程を設置したいので、学校教育法第４条第１項 <注①> の規定により

認可を受けたく関係書類を添えて申請します。

[添付書類]

１　設置趣意書

２　設置要項（Ⅱ　様式１の１）

３　学則（変更前及び変更後）

４　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

５　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

６　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

７　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

８　教職員別担当時間数表（Ⅲ　作成例28）

９　学校医等の就任承諾書（Ⅲ　作成例13）

10　設置後２年間の事業計画書及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

14 設置する学科に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等

15 法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

13　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）
14　照度証明書（夜間の課程を設置する場合のみ）

（注）

　１　高等学校に新たに全日制・定時制・通信制の課程を設置する場合及び専修学校に新たな課程を設置する場合に作成すること。

　２　提出部数２部

　３　学校法人の場合、寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。

9 専修学校の場合は「学校教育法第130条第１項」とすること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長名　　　　氏　　　名　　

○○課程廃止認可申請書

　○○学校の○○課程を廃止したいので、学校教育法第４条第１項〈注①〉の規定により

認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。
[添付書類] 
１　廃止要項（Ⅱ　様式２の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人の場合のみ）




〈注〉

１　高等学校の全日制・定時制・通信制の課程を廃止する場合及び専修学校の課程を廃止する場合に作成すること。

２　提出部数２部

３　学校法人の場合、寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。

また、高等学校にあっては、必要に応じて収容定員に係る学則変更認可の手続きを行うこと。

(1) 専修学校の場合は、「学校教育法第130条第１項」とすること。


年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所 在 地

法 人 名

理 事 長　氏　　　　名　

目的変更認可申請書
○○学校の目的を変更したいので、学校教育法第130条第１項の規定により認可を

受けたく関係書類を添えて申請します。

[添付書類]

１　目的変更要項（Ⅱ　様式８の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　施設設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

４　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

５　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

６　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

７　教職員別担当時間数表（Ⅲ　作成例28）

８　創立費調書（Ⅲ　作成例19）

９　変更後２年間の事業計画書〈注①〉及び収支予算書(Ⅲ　作成例18)

10　当該学校に係る不動産の権利の所在を明らかにする証明書類等〈注②〉
11　照度証明書〈注③〉
12　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

13　寄附行為及び登記簿謄本

14　設置者の住民票、印鑑登録証明書及び誓約書（Ⅲ　作成例10）（個人立の場合のみ）
15　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面〈注④〉並びに校舎その他の

建物の配置図、平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

（注）

１　専修学校が目的の変更を行う場合に作成すること。

２　提出部数　２部

３　変更する目的の内容に応じた分野の新設、変更又は廃止を伴わない場合には、添付書類３から11までは必要ない。

1 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

2 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

3 新たに夜間において授業を行う学科を設置する場合のみ。従来より夜間において授業を行っていた学校が、新たに拡充する校舎において夜間授業を行う場合は、その部分についてのみで足りる。

4 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。


目的変更要項

１　変更の理由

２　目的

　ア　変更前

　イ　変更後

３　目的変更に係る基本組織の名称 <注①>

ア　変更前

　イ　変更後

４　位置

ア　変更前

　イ　変更後

５　目的変更に係る基本組織の経費及び維持方法

ア　変更前

　イ　変更後

６　変更の時期　　　　　　　年　　月　　日

（注）

　１　目的変更に伴い学科の廃止を行う場合は、学科の廃止に伴う生徒の処置方法、教職員の処置方法及び資産の処置方法も併せて記載すること。

2 例えば「専門課程（工業関係）」のように課程（分野）の名称を記載すること。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

収容定員に係る学則変更認可申請書

　○○学校の収容定員の変更を伴う学則の変更をしたいので、学校教育法第４条第１項

〈注①〉の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。

 [添付書類]

Ａ　収容定員が増加する場合（高校の場合は学科間の定員変更を含む。）

１　変更要項（Ⅱ　様式９の１）

２　学則（変更前及び変更後）

３　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

４　学級編制表（Ⅲ　作成例24（その２））

５　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

６　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

７　教職員別担当時間数表（幼稚園を除く）（Ⅲ　作成例28）

８　変更後２年間の事業計画書<注②>及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

９　当該学校に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等（総定員が増加する

場合のみ）<注③>

10　照度証明書（各種学校の場合のみ）<注④>

11　施設通園バスを運行している場合、そのバス路線図（幼稚園の場合のみ）

12　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人の場合のみ）

13　設置者の住民票及び印鑑登録証明書及び誓約書（Ⅲ　作成例10）（個人立の場合

のみ）

14　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面〈注⑤〉並びに校舎その他の

建物の配置図、平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

Ｂ　収容定員が減少する場合

８、９、10、11を除きＡの場合と同じ

（注）

　１　提出部数２部

２　幼稚園の場合は「学校、学則、校地、校舎」を「幼稚園、園則、園地、園舎」と読み替える。

1 各種学校の場合は「学校教育法第134条第２項で準用する同法第４条第１項」とすること。

2 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

3  権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

4 新たに夜間において授業を行う学科を設置する場合のみ。従来より夜間において授業を行っていた学校が、新たに拡充する校舎において夜間授業を行う場合は、その部分についてのみで足りる。

5 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

Ⅱ　様式９の１

変　 更　 要　 項

１　変更の理由

２　変更の時期

３　経費及び維持方法

４　新旧対照表

	旧　条　項
	新　条　項

	
	



年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所 在 地

法 人 名

理 事 長　氏　　　　名　

目　的　変　更　届

　　○○学校の目的を次のとおり変更したいので、学校教育法施行令第27条の２第１項

〈注①〉の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更前の目的

４　変更後の目的

[添付書類]

１　学則（変更前及び変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

（注）

１　目的変更に伴う学則変更届は必要でない。

5 各種学校の場合は、「学校教育法施行令第27条の３」とすること。


年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　名　様

所 在 地

法 人 名

理 事 長　氏　　　　名　
名　称　変　更　届

○○学校の名称を次のとおり変更したいので、学校教育法施行令第27条の２第１項

〈注①〉の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更前の名称

４　変更後の名称

[添付書類]

１　学則（変更前及び変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

（注）

１　学校法人の場合、寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。

２　名称変更に伴う学則変更届は必要でない。

6 専修学校の場合は「学校教育法第131条」、各種学校の場合は「学校教育法施行令第27条の３」とすること。


年　　月　　日　

静岡県知事　　氏　　　　名　様

所　在　地

法　人　名

理　事　長　　氏　　　　名　

位　置　変　更　届

○○学校の位置を次のとおり変更したいので、学校教育法施行令第27条の２第１項

〈注①〉の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更前の位置

４　変更後の位置

[ 添付書類 ]

　１　学則

２　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その１））

３　飲料水に関する証明書〈注③〉

４　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

５　設置する学校に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等〈注④〉及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

６　照度証明書（夜間において授業を行う学校のみ）

７　設置者関係書類

(1) 設置者が法人の場合

ア　寄附行為等

イ　財産目録（Ⅲ　作成例14）

ウ　法人の登記簿謄本（既存の法人のみ）

エ　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人新設の場合は、設立議事録）

８　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注⑤）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

（注）

１　あらかじめ県私学振興課と協議すること。

２　学校法人の場合、寄附行為に変更を生ずる場合には、寄附行為変更認可の手続きを同時に行うこと。（住居表示変更の場合は不要、その場合でも登記完了届を必ず提出すること）

３　位置変更に伴う学則変更は必要でない。

1 専修学校の場合は「学校教育法第131条」、各種学校の場合は「学校教育法施行令第27条の３」とすること。

2 住居表示の変更の場合は、市町長の証明書のみを添付する。

3 飲料水に関する証明書は、上水道の場合は市町長の使用証明書、それ以外の場合は飲料水に適する旨を記載した保健所等、公の機関の証明書（定性分析表）とすること。

4 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

なお、既に他の学校を設置している場合には、新たに設置する学校分についてのみ添付すれば足りる。

⑤ 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

学　則　変　更　届

○○学校の学則を次のとおり変更したいので、学校教育法施行令第27条の２第１項の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更条項新旧対照表

	　旧　　　条　　　項
	新　　　条　　　項

	
	


[添付書類]

１　学則（変更前及び変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

（注）

１　変更条項新旧対照表には、変更に係る条項のみを記載し、変更箇所は朱書又は朱で下線を引き明示すること。

２　変更箇所が多数の場合は、変更条項新旧対照表のかわりに、変更箇所を朱書又は朱で下線を引いて明示した新旧学則を添付するのみでよい。

３　収容定員の変更に係る学則変更は、収容定員の変更に係る学則変更認可申請書（Ⅱ　様式第９）により、目的、名称、位置の変更は、それぞれ目的変更届（Ⅱ　様式第10）、名称変更届（Ⅱ　様式第11）、位置変更届（Ⅱ　様式第12）によること。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　

園　則　変　更　届

　　○○幼稚園の園則を次のとおり変更したいので、学校教育法施行令第27条の２第１項

の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　変更の理由

２　変更の時期

３　変更条項新旧対照表

	　旧　　　条　　　項
	新　　　条　　　項

	
	


[添付書類]

Ａ　学級数変更（総定員を変わらない）の場合

１　園則（変更前及び変更後）

２　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

３　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

　　４　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

　　５　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）

　　６　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

７　当該幼稚園の位置及び園地の状況を明らかにする図面〈注①〉並びに園舎その他の

建物の配置図、平面図及び園舎明細表（Ⅲ　作成例23）

Ｂ　納付金変更の場合

　　１　園則（変更前及び変更後）

　　２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

　　３　変更予定年度及び前年度の収支計算書（予算書）の状況（Ⅲ　作成例18）

　　４　変更予定年度及び前年度の教職員人件費内訳表（Ⅱ　様式14の1）

Ｃ　その他の場合

　　１、２　Ｂの場合と同じ

（注）

　１　変更条項新旧対照表には、変更に係る条項のみを記載し、変更箇所は朱書又は朱で下線を引き明示すること。

２　変更箇所が多数の場合は、変更条項新旧対照表のかわりに、変更箇所を朱書又は朱で下線を引いて明示した新旧園則を添付するのみでよい。

３　収容定員の変更に係る園則変更は、収容定員の変更に係る園則変更認可申請書（Ⅱ　様式第９）により、目的、名称、位置の変更は、それぞれ目的変更届（Ⅱ　様式第10）、名称変更届（Ⅱ　様式第11）、位置変更届（Ⅱ　様式第12）によること。

４　複数事項にわたる変更を同時に行う場合は、各々の区分に応じた添付書類を整えること。

3 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。


